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第１ 概要 

 

１ 募集情報等提供事業の概要 

(1) 募集情報等提供の意義 

職業安定法（以下「法」という。）において、「募集情報等提供」とは、「労働者の募

集を行う者若しくは募集受託者の依頼を受け、当該募集に関する情報を労働者となろう

とする者に提供すること又は労働者となろうとする者の依頼を受け、当該者に関する情

報を労働者の募集を行う者若しくは募集受託者に提供すること」と定義されている。（法

４条第６項） 

 

(2) 「事業」として行うこと 

「事業」として行うこととは、一定の目的をもって同種の行為を反復継続的に遂行す

ることをいい、１回限りの行為であったとしても反復継続の意思を持って行えば事業性

があるが、形式的に繰り返し行われたとしても、すべて受動的、偶発的行為が継続した

結果であって反復継続の意思を持って行われていなければ、事業性は認められない。 

具体的には、一定の目的と計画に基づいて行われるか否かによって判断され、営利を

目的とする場合に限らず、また、他の事業と兼業して行われるか否かを問わないもので

ある。 

しかしながら、この判断も一般的な社会通念に則して個別のケースごとに行われるも

のであり、営利を目的とするか否か、事業として独立性があるか否かが反復継続の意思

の判定にとって重要な要素となる。 

 

２ 職業紹介事業に係る適正な許可の取得 

次のイからハまでのいずれかに該当する行為を事業として行う場合は、職業紹介事業の

許可等が必要である。また、宣伝広告の内容、求人者又は求職者との間の契約内容等から

判断して、求人者に求職者を、若しくは求職者に求人者をあっせんする行為を事業として

行うものであり、募集情報等提供事業はその一部として行われているものである場合には、

全体として職業紹介事業に該当するものであり、当該事業を行うためには、職業紹介事業

の許可等が必要である（職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、

募集情報等提供事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給を受けようとする者等が均

等待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集

内容の的確な表示、労働者の募集を行う者等の責務、労働者供給事業者の責務等に関して

適切に対処するための指針（平成 11 年労働省告示第 141 号。以下「指針」という。）第５

の５（２））。 

 イ 提供される求職者に関する情報若しくは求人に関する情報の内容又は提供相手につ

いて、あらかじめ明示的に設定された客観的な条件に基づくことなく当該者の判断によ

り選別又は加工を行うこと。 

 ロ 当該者から、求職者に対する求人に関する情報に係る連絡又は求人者に対する求職者
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に関する情報に係る連絡を行うこと。 

 ハ 求職者と求人者との間の意思疎通を当該者を介して中継する場合に、当該意思疎通の

内容に加工を行うこと。 

（※今後、職業紹介と募集情報等提供の区別の例示について追記予定） 
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第２ 募集情報等提供事業の運営 

 

１ 募集内容の的確な表示等に関する事項 

(1) 概要 

   新聞、雑誌その他の刊行物に掲載する広告、文書の掲出又は頒布及びインターネット

を利用する方法により労働者の募集を行う者及び募集受託者は、労働者の適切な職業選

択に資するため、第５条の３第１項の規定により当該募集に係る従事すべき業務の内容

等を明示するに当たっては、当該募集に応じようとする労働者に誤解を生じさせること

のないように平易な表現を用いる等その的確な表示に努めなければならない。この場合

において、当該労働者の募集を行う者が募集情報等提供事業を行う者をして労働者の募

集に関する情報を労働者となろうとする者に提供させるときは、当該募集情報等提供事

業を行う者に対し、必要な協力を求めるように努めなければならない（法第 42 条第１

項）。また、募集情報等提供事業を行う者は、労働者の募集を行う者若しくは募集受託

者又は労働者となろうとする者の依頼を受け提供する情報が的確に表示されたものと

なるよう、当該依頼をした者に対し、必要な協力を行うように努めなければならない（法

第 42 条第２項）。 

これを踏まえ、募集情報等提供事業を行う者は、以下の(2)から(4)までのとおり対応

するとともに、労働者の募集を行う者又は募集受託者が(5)及び(6)の事項を遵守するよ

う、必要な協力を行うことが必要である。 

  
(2) 募集情報に関する対応 

   募集情報等提供事業を行う者は、労働者の募集を行う者又は募集受託者の依頼を受け

提供する情報（以下「募集情報」という。）が次のいずれかに該当すると認めるときは、

当該募集情報を変更するよう労働者の募集を行う者又は募集受託者に依頼するととも

に、労働者の募集を行う者又は募集受託者が当該依頼に応じない場合は当該募集情報を

提供しないこととする等、適切に対応すること（指針第３の２（１））。 

  イ 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的の募集情報 

    この場合の「公衆衛生」とは、社会共同生活における一般人の健康管理に必要な衛

生をいい、「公衆衛生上有害な業務」とは、社会共同生活において衛生上他人に危害

を与えるような業務をいう。また、「公衆道徳」とは、社会共同生活において一般人

の守るべき道徳をいい、「公衆道徳上有害な業務」とは、社会共同生活上守られるべ

き道徳を害する業務をいう。 

ロ その内容が法令に違反する募集情報 

  ハ 実際の従事すべき業務の内容等と相違する内容を含む募集情報 

 
(3) 募集情報に関する確認 

   募集情報等提供事業を行う者は、募集情報が(2)のイからハまでのいずれかに該当す

るおそれがあると認めるときは、労働者の募集を行う者又は募集受託者に対し、当該募
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集情報が(2)のイからハまでのいずれかに該当するかどうか確認すること（指針第３の

２（２））。 

 

(4) 募集情報の改変の禁止 

   募集情報等提供事業を行う者は、労働者の募集を行う者又は募集受託者の承諾を得る

ことなく募集情報を改変して提供してはならない（指針第３の２（３））。 

 
(5) 労働者の募集を行う者又は募集受託者による労働条件等の明示の内容 

法第５条の３の規定に基づき、労働者の募集を行う者又は募集受託者が労働者となろ

うとする者に対して行う労働条件等の明示は、いずれも次に掲げる事項が明らかとなる

書面の交付の方法又は電子メールを利用する方法により行う必要がある。ただし、リに

ついては、労働者を派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の

保護に関する法律（昭和 60 年法律第 88 号。以下「労働者派遣法」という。）第２条第

２号に規定する派遣労働者をいう。以下同じ。）として雇用しようとする者に限る（法

第５条の３及び職業安定法施行規則（昭和 22 年労働省令第 12 号。以下「則」という。）

第４条の２）。 

イ 労働者が従事すべき業務の内容に関する事項 

ロ 労働契約の期間に関する事項（期間の定めの有無、期間の定めがあるときはその期 

間） 

ハ 試みの使用期間（以下「試用期間」という。）に関する事項（試用期間の有無、試

用期間があるときはその期間） 

ニ 就業の場所に関する事項 

ホ 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間及び休日に関す

る事項 

ヘ 賃金（臨時に支払われる賃金、賞与及び労働基準法施行規則第８条各号に掲げる賃

金を除く。）の額に関する事項 

ト 健康保険法による健康保険、厚生年金保険法による厚生年金、労働者災害補償保険

法による労働者災害補償保険及び雇用保険法による雇用保険の適用に関する事項 

チ 労働者を雇用しようとする者の氏名又は名称に関する事項 

リ 労働者を派遣労働者として雇用しようとする旨 

この場合の「書面」とは、直接書面を交付する方法や郵送により交付する方法をいい、

ＦＡＸや電子メール等は該当しないものである。 

また、電子メールを利用する方法が認められるのは、書面の交付を受けるべき者が、

電子メールを利用する方法（電子メールの受信者がプリントアウトできるものに限る。

以下同じ。）を希望した場合に限られるものである。 

なお、この場合、明示を受けるべき者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録されたときに到達したものとみなされるものである。 

この場合において、書面の交付を受けるべき者が、電子メールを利用する方法を希望



5 
 

するとは、希望するファイルへの記録の方式（添付ファイルを使用する場合の使用ソフ

トウェアの形式及びバージョン）を書面の交付を行うべき者に対して明示することによ

るものとする。  

 

(6) 労働者の募集を行う者又は募集受託者による労働条件等明示にあたっての留意点 

  イ 労働者の募集を行う者又は募集受託者は、労働者となろうとする者に対して、従事

すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件（以下「従事すべき業務の内

容等」という。）を可能な限り速やかに明示するとともに、次に掲げるところによら

なければならないこと（指針第３の１（１）及び（３））。 

（ｲ）明示する従事すべき業務の内容等は、虚偽又は誇大な内容としないこと。 

（ﾛ）労働時間に関しては、始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働、休憩時

間、休日等について明示すること。また、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）に

基づき、裁量労働制が適用されることとなる場合（※）には、その旨を明示するこ

と。 

※ 労働基準法第 38 条の３第１項の規定により同項第２号に掲げる時間労働した

ものとみなす場合又は労働基準法第 38 条の４第１項の規定により、同項第３

号に掲げる時間労働したものとみなす場合。 

（ﾊ）賃金に関しては、賃金形態（月給、日給、時給等の区分）、基本給、定額的に支払

われる手当、通勤手当、昇給に関する事項等について明示すること。また、一定時

間分の時間外労働、休日労働及び深夜労働に対する割増賃金を定額で支払うことと

する労働契約を締結する仕組みを採用する場合は、名称のいかんにかかわらず、一

定時間分の時間外労働、休日労働及び深夜労働に対して定額で支払われる割増賃金

（以下この(ﾊ)において「固定残業代」という。）に係る計算方法（固定残業代の算

定の基礎として設定する労働時間数（以下この(ﾊ)において「固定残業時間」とい

う。）及び金額を明らかにするものに限る。）、固定残業代を除外した基本給の額、

固定残業時間を超える時間外労働、休日労働及び深夜労働分についての割増賃金を

追加で支払うこと等を明示すること。 

（ﾆ）期間の定めのある労働契約を締結しようとする場合は、当該契約が試用期間の性

質を有するものであっても、当該試用期間の終了後の従事すべき業務の内容等では

なく、当該試用期間に係る従事すべき業務の内容等を明示すること。 

  ロ 労働者の募集を行う者又は募集受託者は、従事すべき業務の内容等を明示するに当

たっては、次に掲げるところによるべきであること（指針第３の１（４））。 

（ｲ） 原則として、労働者となろうとする者と最初に接触する時点までに従事すべき業

務の内容等を明示すること。なお、イ（ﾛ）後段の裁量労働制及びイ（ﾊ）後段の固

定残業代に係る内容の明示については、特に留意すること。 

     「最初に接触する時点」とは、面接、メール、電話などにより、労働者の募集を

行う者又は募集受託者と労働者になろうとする者との間で意思疎通（面接の日程調

整に関する連絡等を除く。）が発生する時点をいうものであること。 
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（ﾛ） 従事すべき業務の内容等の事項の一部をやむを得ず別途明示することとするとき

は、その旨を併せて明示すること。 

  ハ 労働者の募集を行う者又は募集受託者は、従事すべき業務の内容等を明示するにあ

たっては、次に掲げる事項に配慮すること（指針第３の１（５））。 

（ｲ）労働者となろうとする者に具体的に理解されるものとなるよう、従事すべき業務

の内容等の水準、範囲等を可能な限り限定すること。 

（ﾛ）労働者となろうとする者が従事すべき業務の内容に関しては、職場環境を含め、

可能な限り具体的かつ詳細に明示すること。 

（ﾊ）明示する従事すべき業務の内容等が労働契約締結時の従事すべき業務の内容等と

異なることとなる可能性がある場合は、その旨を併せて明示するとともに、従事す

べき業務の内容等が既に明示した内容と異なることとなった場合には、当該明示を

受けた労働者となろうとする者に速やかに知らせること。 

  ニ 試用期間中と試用期間終了後の従事すべき業務の内容等が異なるときは、それぞれ

の従事すべき業務の内容等を示すことにより行わなければならない（則第４条の２第

６項）。 

  
２ 募集情報等提供事業を行う者の責務 

(1) 概要 

   募集情報等提供事業を行う者は、労働者の適切な職業選択に資するため、その業務の

運営に当たっては、その改善向上を図るために必要な措置を講ずるように努めなければ

ならないこととされている（法第 42 条の２）。これを踏まえ、募集情報等提供事業を行

う者が講ずべき具体的な措置は次の(2)から(4)までのとおりである。 

 

(2) 苦情の処理 

   募集情報等提供事業を行う者は、相談窓口の明確化等、当該事業に係る労働者となろ

うとする者並びに労働者の募集を行う者及び募集受託者からの苦情に迅速、適切に対応

することとし、そのための体制の整備及び改善向上に努めること（指針第６の２（１））。

また、苦情に対応した場合には、守秘義務等に配慮をした上で、苦情を申し出た者に対

して、適切に結果についての報告等を行うこと。 

 

(3) 個人情報の取扱い 

   募集情報等提供事業を行う者は、労働者となろうとする者の個人情報の収集、保管及

び使用を行うに当たっては、指針第４の１を踏まえること。また、募集情報等提供事業

を行う者は、指針第４の２を踏まえ、秘密に該当する個人情報の厳重な管理等、労働者

となろうとする者の個人情報の適正な管理を行うこと（指針第６の２（２））。この点に

ついて、具体的に講ずべき措置等は以下のとおりであること。なお、個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」という。）の遵守等に関

する事項については、４の(3)参照。） 
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  イ 個人情報の収集、保管及び使用（指針第４の１参照）  

      (ｲ) 募集情報等提供事業を行う者は、その業務の目的の範囲内で労働者の個人情報

（イ及びロにおいて単に「個人情報」という。）を収集することとし、次に掲げる

個人情報を収集してはならない。ただし、特別な職業上の必要性が存在すること

その他業務の目的の達成に不可欠であって収集目的を示して本人から収集する場

合はこの限りでない。 

① 人種、民族、社会的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因とな

るおそれのある事項 

② 思想及び信条 

         ③ 労働組合の加入状況 

         ①から③までについては、具体的には、例えば次に掲げる事項が該当する。 

         (ⅰ)①関係 家族の職業、収入、本人の資産等の情報（税金、社会保険の取扱い

等労務管理を適切に実施するために必要なものを除く。） 

         (ⅱ)②関係 人生観、生活信条、支持政党、購読新聞・雑誌、愛読書 

         (ⅲ)③関係 労働運動、学生運動、消費者運動その他社会運動に関する情報 

(ﾛ)  募集情報等提供事業を行う者は、個人情報を収集する際には、本人から直接

収集し、又は本人の同意の下で本人以外の者から収集する等適法かつ公正な手

段によらなければならない。「等」には本人が不特定多数に公表している情報か

ら収集する場合が含まれる。 

(ﾊ)  募集情報等提供事業を行う者は、高等学校若しくは中等教育学校又は中学校

若しくは義務教育学校の新規卒業予定者である求職者等から応募書類の提出を

求めるときは、職業安定局長の定める書類（全国高校統一応募用紙又は職業相

談票（乙））により提出を求めることが必要であること。当該応募書類は、新規

卒業予定者だけでなく、卒業後１年以内の者についてもこれを利用することが

望ましい。 

(ﾆ)  個人情報の保管又は使用は、収集目的の範囲に限られる。ただし、他の保管

若しくは使用の目的を示して本人の同意を得た場合又は他の法律に定めのある

場合は、この限りでない。他の保管若しくは使用の目的を示して本人の同意を

得た場合又は他の法律に定めのある場合を除き、「募集情報等提供業務」として

利用目的を特定すべきものであり、その変更も基本的に想定されないものであ

ること。 

なお、法及び指針においては、法第５条の４第１項ただし書及び指針第４の１

の(4)のただし書に該当する場合は、募集情報等の提供に伴い収集等される労働者

となろうとする者の個人情報の募集情報等の提供業務以外の目的での利用も可能

となっているが、この場合にあっても、その利用目的をできる限り特定する必要

があること。 

ロ 個人情報の適正管理（指針第４の２参照） 

      (ｲ) 募集情報等提供事業を行う者は、その保管又は使用に係る個人情報に関し、次
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の事項に係る適切な措置を講ずるとともに、労働者となろうとする者からの求めに

応じ、当該措置の内容を説明しなければならない。 

        ① 個人情報を目的に応じ必要な範囲において正確かつ最新のものに保つための

措置 

        ② 個人情報の紛失、破壊及び改ざんを防止するための措置 

        ③ 正当な権限を有しない者が個人情報へのアクセスを防止するための措置 

        ④ 収集目的に照らして保管する必要がなくなった個人情報を破棄又は削除する

ための措置（④には本人からの破棄や削除の要望があった場合も含まれる。） 

(ﾛ) 募集情報等提供事業を行う者が、労働者となろうとする者の秘密に該当する個

人情報を知り得た場合には、当該個人情報が正当な理由なく他人に知らされるこ

とのないよう、厳重な管理を行わなければならない。 

「個人情報」とは、個人を識別できるあらゆる情報をいうが、このうち「秘密」

とは、一般に知られていない事実であって（非公知性）、他人に知られないことに

つき本人が相当の利益を有すると客観的に認められる事実（要保護性）をいうもの

である。具体的には、本籍地、出身地、支持・加入政党、政治運動歴、借入金額、

保証人となっている事実等が秘密に当たりうる。 

 
(4) 募集に応じた労働者からの報酬受領の禁止 

   募集情報等提供事業を行う者は、募集に応じた労働者から、その募集に関し、いかな

る名義でも報酬を受けてはならない（指針第６の２（３））。 

 
(5) 労働争議に対する不介入 

   募集情報等提供事業を行う者は、労働争議に対する中立の立場を維持するため、同盟

罷業又は作業所閉鎖の行われている事業所に関する募集情報の提供を行ってはならな

い（指針第６の２（４））。 

 
３ 労働条件等の明示に関し、募集者が遵守すべき事項 

労働者の募集を行う者は次の(1)及び(2)に掲げる事項を遵守すべきであることとさ

れているので、募集情報等提供事業を行う者においても、これらの事項が募集者に遵

守されるよう、留意すること。 

(1) 労働者の募集を行う者による労働条件等の変更等に係る明示 

イ 労働者の募集を行う者は、募集に応じて労働者になろうとする者と労働契約を

締結しようとする場合であって、当該募集に応じて労働者になろうとする者に対

して法第５条の３第１項の規定により明示された従事すべき業務の内容等（以下

「第１項明示」という。）を変更し、特定し、削除し、又は第１項明示に含まれ

ない従事すべき業務の内容等を追加する場合には、当該契約の相手方となろうと

する者に対し、当該変更し、特定し、削除し、又は追加する従事すべき業務の内

容等（以下「変更内容等」という。）を明示（以下「変更等明示」という。）し
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なければならない。明示の方法は、書面の交付の方法又は電子メールを利用する方

法により行う必要がある。（１の(5)参照。） 

    従事すべき業務の内容等の「特定」とは、第１項明示を一定の範囲を示すこと

により行っていた場合に、労働契約を締結しようとする際に内容を確定させるこ

とをいうものである。 

 例えば、第１項明示において、「月給 20 万円～25 万円」と示し、労働契約を

締結しようとする際に「20 万円」に確定する場合などが「特定」に該当する。 

 また、第１項明示において、複数の選択肢や制度適用の可能性がある旨示して

いた場合（例：就業場所はＡ事業所又はＢ事業所、Ａ事業所の場合には裁量労働

制の対象業務）において、労働契約を締結しようとする際に内容を確定した場合

（就業場所はＡ事業所、裁量労働制の対象業務）などについても、「特定」に該

当する。 

    なお、法第５条の３第１項の規定に基づく明示について、やむを得ず、従事す

べき業務の内容等の事項の一部（以下このイにおいて、「当初明示事項」という。）

が明示され、別途、当初明示事項以外の従事すべき業務の内容等の事項が明示さ

れた場合は、当初明示事項を第１項明示として取り扱うこと（指針第３の３

（２））。 

  ロ 労働者の募集を行う者は、変更等明示を行うに当たっては、募集に応じて労働者

になろうとする者が変更内容等を十分に理解することができるよう、適切な明示方

法をとらなければならない。その際、次の(ｲ)の方法によることが望ましいものであ

るが、次の(ﾛ)などの方法によることも可能である（指針第３の３（３））。 

(ｲ) 第１項明示と変更内容等とを対照することができる書面を交付すること。 

(ﾛ) 労働基準法第 15 条第１項の規定に基づき交付される書面において、変更内容等

に下線を引き、若しくは着色し、又は変更内容等を注記すること。なお、第１項

明示の一部の事項を削除する場合にあっては、削除される前の当該従事すべき業

務の内容等も併せて記載すること。 

  ハ 労働者の募集を行う者は、締結しようとする労働契約に係る従事すべき業務の内

容等の調整が終了した後、当該労働契約を締結するかどうか募集に応じて労働者に

なろうとする者が考える時間が確保されるよう、可能な限り速やかに変更等明示を

行うこと。また、変更等明示を受けた募集に応じて労働者になろうとする者から、

第１項明示を変更し、特定し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき業

務の内容等を追加する理由等について質問された場合には、適切に説明すること（指

針第３の３（４））。 

ニ  第１項明示は、そのまま労働契約の内容となることが期待されているものである。

また、第１項明示を安易に変更し、削除し、又は第１項明示に含まれない従事すべき

業務の内容等を追加してはならない（指針第３の３（５））。 

ホ 学校卒業見込者等（青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45 年法律第 98 号）

第 11 条に規定する学校卒業見込者等をいう。以下このホにおいて同じ。）について
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は、特に配慮が必要であることから、第１項明示を変更し、削除し、又は第１項明示

に含まれない従事すべき業務の内容等を追加すること（(2)ロ(ﾛ)により、従事すべき

業務の内容等の一部をやむを得ず別途明示することとした場合において、当該別途明

示することとされた事項を追加することを除く。）は不適切である。また、原則とし

て、学校卒業見込者等については、採用内定時に労働契約が成立する場合には、採用

内定時までに、法第５条の３第１項及び変更等明示が書面により行われるべきである

（指針第３の３（６））。 

ヘ 法第５条の３第１項の規定に基づく明示が法の規定に抵触するものであった場合、

変更等明示を行ったとしても、同項の規定に基づく明示が適切であったとみなされる

ものではない（指針第３の３（７））。 

ト 労働者の募集を行う者は、第１項明示を変更し、削除し、又は第１項明示に含まれ

ない従事すべき業務の内容等を追加した場合において、当該変更し、削除し、又は

追加した従事すべき業務の内容等により、引き続き労働者の募集を行う場合は、

募集要項等の内容を検証し、その内容の修正、募集情報の出し直し等を行うべき

である（指針第３の３（８））。 

 

(2) 従事すべき内容等に関する記録の保存 

  労働者の募集を行う者は、労働者となろうとする者に対して法第５条の３第１項の規

定により明示された従事すべき業務の内容等に関する記録を、当該明示に係る労働者の

募集が終了する日（当該明示に係る労働者の募集が終了する日以降に当該明示に係る労

働契約を締結しようとする者にあっては、当該明示に係る労働契約を締結する日）まで

の間保存しなければならない（則第４条の２第７項）。 

 
 
４ その他の留意事項 

(1）労働者の募集及び採用における年齢制限の禁止に関する取組み 

   イ 雇用対策法（昭和 41 年法律第 132 号。以下「雇対法」という。）第 10 条により、

労働者の募集及び採用について年齢制限を禁止することが義務化されているが、

雇用対策法施行規則（昭和 41 年労働省令第 23 号。以下「雇対法施行規則」とい

う。）第１条の３第１項により、合理的な理由があって例外的に年齢制限が認めら

れる場合が規定されている。 

   ロ 労働者の募集を行う者は、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施行規則

（昭和 46 年労働省令第 24 号。以下「高齢法施行規則」という。）第６条の５第

２項各号に掲げる書面又は電磁的記録により、高年齢者等の雇用の安定等に関す

る法律（昭和 46 年法律第 68 号。以下「高齢法」という。）第 20 条第１項に規定

する場合に該当するときは、その理由を示さなければならない。この場合の「適

切に提示する」とは、高齢法施行規則第６の５第１項の規定に準じて、求職者に

対して提示する求人の内容を記載又は記録した書面又は電磁的記録（電子メール、
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ホームページ、ＦＡＸ、ＣＤ－ＲＯＭ等）に、当該理由を併せて記載又は記録す

る方法により提示することを原則とするものである。 

   ハ ただし、年齢制限を行う労働者の募集について、刊行物に掲載する広告その他

これに類する方法により労働者の募集及び採用を行う場合において、あらかじめ

当該広告等に当該理由を提示することが困難なときは、高齢法施行規則第６条の

５第３項の規定に準じて、当該事業主は、募集に応じて労働者になろうとする者

の求めに応じて、遅滞なく書面の交付、電子メール又はＦＡＸの送信、ホームペ

ージへの掲示等により当該理由を示すことができる。また、当該労働者になろう

とする者に対して提示する募集の内容を記載又は記録した書面又は電磁的記録

がない場合においても、上記と同様の方法により当該理由を示すことができるも

のとされている。 

   ニ イからハまでの趣旨に沿った事業運営を行うため、募集情報等提供事業者にお

いては、１(2)及び（3）を踏まえ、以下のような対応をすることが望ましいこと。 

    (ｲ)労働者の募集を行う者が、募集情報等提供事業を行う者に募集情報の提供を

依頼する場合における、当該依頼に係る募集の内容を記載又は記録した書面等

の整備 

           募集情報等提供事業を行う者が労働者の募集を行う者から募集情報の提供

の依頼を受ける際の、当該募集の内容を記載又は記録した書面等について、年

齢制限の理由を記載することが可能な欄を設ける等所要の整備を図ること（特

記事項欄等の活用でも差し支えない。）。 

    (ﾛ) 募集情報の提供の依頼への対応 

      年齢制限を行う募集情報の提供の依頼があった場合は、次に掲げる措置を講

ずること。 

      ① 内容の確認等 

当該募集情報の内容が雇対法第 10 条及び高齢法第 20 条第１項に違反す

るものでないか、必要な確認をすること。 

なお、年齢制限を行う理由については、雇対法施行規則第１条の３第１

項各号において定められた例外事由であることが必要であること。 

また、高齢法第 20 条の趣旨にかんがみ、労働者の募集を行う者は、雇対

法施行規則第１条の３第１項各号に列挙されたいずれかの場合に該当する

ことを単に示す（対応する条文を記載する等）だけではなく、当該労働者

の募集及び採用にあたって年齢制限を行う具体的な理由を示す必要がある

ことに留意すること。このため募集情報等提供事業を行う者にあっては、

年齢制限を行う募集を行う者に対し具体的な理由を示すよう求めること。 

労働者の募集を行う者が提示した理由が雇対法施行規則第１条の３第１

項各号に該当するか否か不明である場合は、管轄の公共職業安定所に対し

て照会すること。 

② 雇対法第 10 条又は高齢法第 20 条第１項違反の募集情報の提供の依頼へ
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の対応 

 (a) 提供を依頼された募集情報の内容が雇対法 10 条若しくは高齢法第 20

条第１項に違反するものであることが疑われる場合又は違反するもので

あると認められる場合は、当該募集情報について提供を行わず、当該労

働者の募集を行う者に対して、雇対法第 10 条及び高齢法第 20 条の趣旨

等を説明し、当該提供依頼される募集情報を是正するよう働きかけを行

うこと。 

(b) (a)の働きかけにもかかわらず、雇対法第 10 条又は高齢法第 20 条第１

項に違反する当該提供依頼をされる募集情報が是正されない場合には、

当該募集情報について提供を行わず、様式「年齢制限求人に係る情報提

供」により管轄の公共職業安定所に対して情報提供を行うこと。 

なお、この場合における募集情報等提供事業を行う者からの公共職業安

定所に対する情報提供を行うことは、雇対法第 10 条又は高齢法第 20 条の

趣旨を確保するために行うものであることから、正当な理由があるもので

あること。また、個人情報保護法第 23 第１項第４号の「国の機関若しくは

地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行すること

に対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより

当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。」にも該当するものであ

ること。 

(c) 上記(b)の情報提供を行った場合、公共職業安定所から「勧告等結果報

告書」若しくは「是正結果報告書」の提供が行われるので、これらに基づ

いて適切に対応すること。 

③ 雇対法施行規則第１条の３第２項への対応 

雇対法施行規則第１条の３第２項の趣旨に基づき、募集及び採用に係る

職務の内容、当該職務を遂行するために必要とされる労働者の適性、能力、

経験、技能の程度など、労働者が応募するにあたり求められる事項ができ

る限り明示されるようにすること。 

   (ﾊ) 都道府県労働局需給調整事業担当部局における対応 

     都道府県労働局需給調整事業担当部局においては、これらの対応について募集

情報等提供事業を行う者等からの相談があった場合には、適正な事業運営のため

の助言、援助等を行うこと。 

 

(2) 男女雇用機会均等法及び同法に基づく指針の遵守 

   募集情報等提供事業を行う者が、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 号）第５条の規定に違反する内容の募集情報

の提供の依頼を受け、これを労働者になろうとする者に提供することは法第３条の趣旨

に反するものである。 
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(3) 個人情報保護法の遵守等 

   イ 募集情報等提供事業を行う者は、個人情報保護法第２条第５項に規定する個人情

報取扱事業者に該当する場合にあっては、同法第４章第１節に規定する義務を遵守

しなければならない。また、個人情報保護法に違反した募集情報等提供事業を行う

者は、個人情報保護法に基づく個人情報保護委員会による指導・助言等の対象にな

るものである。また、法に違反する場合には、法に基づく指導助言等の対象ともな

るものである。 

   ロ 具体的には、個人情報取扱事業者に該当する職業紹介事業者は、個人情報保護委

員会が定める「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」

（http://www.ppc.go.jp/personal/legal/）等に留意しなければならない。また、

指針第４の１及び第４の２の遵守に当たって留意すべき点は、２(3)のとおりであ

る。 

     なお、平成 29 年５月 30 日に全面施行の個人情報の保護に関する法律及び行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部を改正

する法律（平成 27 年法律第 65 号）により、取り扱う個人情報が 5,000 人分以下の

事業者に対しても個人情報保護法が適用されることとされている点に留意するこ

と。 

   ハ 漏えい等の事案が発生した場合等については、「個人データの漏えい等の事案が

発生した場合等の対応について」（平成 29 年個人情報保護委員会告示第１号）等に

より対応すること。 
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第３ 募集情報等提供事業を行う者に対する指導及び監督 

 

１ 概要 

  募集情報等提供事業の適正な運営を確保し、労働力需給の適正かつ円滑な調整を図ると

ともに、労働者になろうとする者の職業選択に資するため、労働者になろうとする者から

の相談に対する適切な対応や、募集情報等提供事業を行う者に対する募集情報等提供事業

に関する制度の周知徹底、指導、助言を通じて、これらの制度に関係する法令及び指針の

遵守を促すとともに、これらが遵守されていない事案を把握した場合には、所要の指導、

助言を行うこととする。 

 
２ 募集情報等提供事業を行う者への周知徹底 

  募集情報等提供事業の適正な運営と労働者になろうとする者の保護を図るためには、募

集情報等提供事業に関する制度の正しい理解が必要不可欠であることから、募集情報等提

供事業を行う者に対するリーフレット等の作成・配布、募集情報等提供事業に関する制度

についての説明会の開催、都道府県労働局及び公共職業安定所内の適当な場所への掲示、

募集情報等提供事業を行う者に対する集団指導の実施その他の啓発を本省及び都道府県

労働局のすべてにおいて積極的に行うこととする。 

 

３ 指導及び助言 

(1) 概要 

   厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、募集情報等提供

事業を行う者に対し、その業務の適正な運営を確保するために必要な指導及び助言をす

ることができる。（法第 48 条の２） 

 

(2) 権限の委任 

   指導及び助言に関する厚生労働大臣の権限は、都道府県労働局長が行うものとする。

ただし、厚生労働大臣が自らその権限を行うことを妨げない。 

 
４ 報告 

(1) 概要 

   行政庁は、この法律の施行するために必要な限度において、厚生労働省令で定めると

ころにより、募集情報等提供事業を行う者に対し、必要な事項を報告させることができ

る。（法第 50 条第１項） 

 

(2) 意義 

  イ 当該報告は、違法行為の行われている恐れのある場合等必要がある場合について、

必要な事項を報告させるものである。 

  ロ 「必要な事項」とは、募集情報等提供事業の運営に関する事項及び労働者の就職に
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関する事項であり、具体的には、例えば、個々の労働者の就業条件、就業期間におけ

る具体的就業の状況等である。 

 
(3) 報告の徴収手続 

   必要な事項を報告させるときは、当該報告すべき事項及び理由を書面により通知する

ものとする（則第 33 条）。 

 

(4) 権限の委任 

   指導及び助言に関する厚生労働大臣の権限は、都道府県労働局長が行うものとする。

ただし、厚生労働大臣が自らその権限を行うことを妨げない。 

 
(5) 違反の場合の効果 

   この報告をせず、又は虚偽の報告をした場合は、法第 66 条第７号に該当し 30 万円以

下の罰金に処せられる場合がある。  
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参考様式 

 

年齢制限求人に係る情報提供 
 

平成  年  月  日 

 

（     ）公共職業安定所長 殿 

 

（募集情報等提供事業を行う者の氏名又は名称） 

 

当社の取扱いに係る労働者の募集に関する情報の提供の依頼について、下記のとおり、雇

用対策法（昭和 41 年法律第 132 号）第 10 条又は高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭

和 46 年法律第 68 号）第 20 条第１項違反と思われる事案がありましたので、情報提供いた

します。 

 

記 

 

１ 違反と思われる事業主の氏名又は名称及び連絡先 

氏名又は名称：（記載例）○○社○○事業所 

連絡先（住所又は所在地、電話番号等）： 

 
 

 

２ 事案の概要（違反する法律の条項、求人の職種、年齢制限の内容及び理由、委託の申込

みの日付等） 

（記載例） 
平成○○年○○月○○日に申込みのあった○○の職種の募集に係る募集情報の内容に

ついて、○○歳以下という条件が付されているが、これは雇用対策法施行規則第１条の

３第１項各号に該当しないものと考えられる。 

 

 

３ 処理の状況（当社からの働きかけの内容、募集の委託の状況等） 

（記載例） 
 当社において年齢制限の是正を働きかけたものの、これに応じなかった為に募集情報

の提供を行わなかった。 

 

 

 

４ その他特記事項 

 
 

 
 


